賃　　貸　　借　　契　　約　　書
賃貸人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下甲という）と

賃借人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下乙という）とは

次の通り賃貸借契約（以下「本契約」という）を締結する。

賃貸借物件（以下「本物件」という）の表示
	名称
	　

	所在地
	　　　　　　　　（住居表示）

	構造・規模
	　　　　　　　　　　　造、地上　　階建（地下　　階）

	賃貸借部分
	　　　　　　階　　　　　㎡　（　　　坪）


賃貸借期間

	平成　　年　　月　　日　から　平成　　年　　月　　日までの２ヶ年


使用目的
	


賃貸借条件
	保証金
	総額　　　　　　　円

	保証金償却
	（別途消費税等 ）

	賃料
	　月額　　　　　　　円（消費税等　　　　円を含む）

	共益費
	　月額　　　　　　　円（消費税等　　　　円を含む）

	更新料
	


解約予告期間
	甲
	　　６ヶ月前
	
	
	乙
	　　ヶ月前


保証金返還時期
	貸室明け渡し後　　　　　ヶ月以内


（　契約の目的　）

第１条　　甲は本物件を引き渡し時の現状有姿で乙に賃貸することを約し、乙は本契約の約定に従いこれを借り受けることを約諾する。

　　2.　　賃貸借面積は壁芯計算により算出し、共用部分並びに附属施設等を含む。

（　賃貸借期間　）

第２条　　賃貸借期間は表記の通りとし、甲は賃貸借開始日から本物件を乙に引き渡す。

　　2.　　甲又は乙が契約期間満了の前、解約予告期間に準ずる期日までに別段の意思表示をしないときは、本契約は同一の期間をもって延長されるものとし、以後も同様とする。

　　3.　　乙は、前項により契約が延長される際、表記の更新料を甲に支払うものとする。

（　使用目的　）

第3条 乙は本物件を、表記に定める目的以外に使用してはならない。

（　賃料その他諸費用　）

第４条　　乙は、賃料及び共益費を毎月末日までに翌月分を甲の指定する方法により甲に支払うものとする。

　　　　　
銀行振込等による場合の送金手数料は、乙の負担とする。

　　2.　　１ヶ月に満たない端数の期間を生じた場合、及び賃料その他に増減のあった場合の当該月は、当該月の日数による日割計算とする。

　　3.
乙は賃料及び共益費の外に、水道光熱費・電話・電灯管球・トイレットペーパー等の消耗品・町会費等、本物件使用にかかる諸費用を負担するものとする。

　　4.　　前項の費用の内、専用計量器のあるものはこれにより、ないものは客観的に適正妥当と判断できる方法によりこれを算出する。

　　5.　　本契約による賃料及び共益費は経済情勢の変動、公租公課の増減、近隣建物の賃料に比較して不相当となった場合には、契約期間満了による契約延長時は勿論、契約期間内といえども甲・乙協議の上、これを改定することができる。

（　保　証　金　）

第５条　　乙は本契約締結と同時に保証金全額を甲に預託する。

　　2.　　保証金は無利息とする。

　　3.　　乙が賃料その他の支払いを延滞し、または損害賠償その他本契約に基づく債務の履行を怠ったときは、甲は何等の催告なしに保証金の一部又は全部をその弁済に充当することができる。

　　4.　　前項の場合、乙は充当の通知を受けた日から７日以内に、保証金の不足額を補填しなければならない。

　　5.　　乙は、本契約期間中は保証金をもって、賃料その他の債務との相殺を主張することができない。

　　6.　　乙は、本物件明け渡しに際して償却費を保証金の内から、甲に支払うものとする。

　　7.　　甲は、本契約終了後、乙が本契約に定める明け渡しその他の乙の債務を完全に履行した後、表記に定める期間内に乙に返還する。

（　禁止事項　）

第６条　　乙は、次に掲げる行為をしてはならない。

　　　⑴　賃借権および保証金返還請求権を譲渡し、又はこれを担保の用に供すること。

　　　⑵　本物件の一部又は全部を第三者に転貸もしくは使用貸借すること。

　　　⑶　本物件の一部又は全部を名義の如何を問わず第三者に使用させること。
　　　⑷　本物件に宿泊すること。

　　2.　
本条の規定は、実質的に使用者が変更する場合、並びに第三者が営業譲渡、合併そ


の他による乙の包括承継人である場合でも、同様である。

（　維持保全・造作　）

第７条　　甲は建物及び附属設備の維持保全に必要な修繕を行う義務を負う。但し、本物件内の照明管球、床・壁・天井の仕上材等の消耗品の補修及び取り換え費用は乙の負担とする。

　　2.　　甲が、本物件又は当該建物の維持保全のために必要な点検・修理・改造等を行う為に乙が本物件又は共用部分の使用を一時的に制約又は停止することを余儀なくされた場合、甲は乙に対して予め通知するものとし、乙は甲に対して協力するものとする。

　　3.　　乙が本物件を模様替えすること、並びに造作及び諸設備を新設・撤去・変更する場合、電話架設・電気容量の変更・重量物の搬入等すべて原状を変更する場合には、予め甲の承諾を得て自己の負担により、これをなすものとする。

　　4.　　乙が甲の承諾を得ずして前項の行為をなしたる場合には、このために生じたる損害の賠償責任を負うと共に、直ちに原状回復の義務を負うものとする。
　　5.　　乙が本物件を使用することによって生ずる諸官庁等への届出及び許認可手続は乙の負担によりこれをなすものとする。

　　6.　　乙の造作・設備・什器等に課せられる公租公課は、宛名・名義の如何に拘らず乙の負担とし、甲宛に課税された場合には、甲の請求を受け次第、乙は遅滞なく甲に支払わなければならない。

（　賠償責任　）

第８条　　乙又はその代理人、使用人、訪問者等が故意、または過失により本物件及び当該建物、造作、設備又は共用部分に与えた損害は乙において一切これを賠償しなければならない。

（　免責事項　）

第９条　　甲が建物所有者としてその維持管理上、通常はらうべき注意をはらったにも拘らず、天災地変その他甲の責に帰すことができない事由により、乙またはその使用人、訪問者等が蒙った損害については甲はその責を負わない。

　　2.　　天災地変、朽廃その他甲の責に帰すことのできない事由により乙が本物件を使用することができなくなったときには本契約は当然に終了する。　その際乙は、名目の如何を問わず甲に対して金銭その他の請求をしない。

（　解　約　）

第10条　　甲又は乙が、本契約締結日以降に本契約を解約しようとする場合、又は期間満了により本契約を終了しようとする場合には、表記の期日までに書面をもって相手方に予告しなければならない。

　　2.　　乙は前項の規定にかかわらず、解約予告期間分の賃料及び共益費相当額を甲に提供して即時本契約を解約することができる。
　　3.　　乙が解約予告期間に満たない期間において、本契約を解約する場合には、乙は不足する期間の賃料及び共益費相当額を違約金として甲に支払うものとする。
　　4.　　乙が解約の申し入れをした後は、甲の承諾なくしてこれを変更又は取り消すことはできない。

　　5.　　乙の解約予告通知はその原本を甲が受領した日をもって効力を発揮する。

　　6.　　解約予告期間中に賃貸借期間が満了する場合には、実際の本物件明け渡し日に拘らず甲乙及び乙の連帯保証人は契約延長手続きを行うものとし、期間満了後の賃貸借条件を適用し、また乙は更新料を甲に支払うものとする。

　　7.　　乙は、解約の申し入れをした後は、甲が本物件に次の入居希望者を案内するに当り協力するものとする。

（　解　除　）

第11条　　乙が次の各項の一に該当する場合には、甲は何等の催告その他の手続きを要することなく、本契約を解除することができると共に、乙はこれにより甲の蒙った損害を賠償しなければならない。

　　　⑴　賃料その他の支払いを２ヶ月分以上延滞したとき。

　　　⑵　使用目的または禁止事項に違反したとき。

　　　⑶　強制執行、滞納処分、刑事処分、銀行取引停止処分等を受けたとき。

　　　⑷　解散、破産、民事再生、会社更生等の申立を受け、又はこれをなしたるとき。

　　　⑸　正当な理由なく賃料又は共益費の改定の協議に応じないとき。

　　　⑹　関連法規又は公序良俗に違背する行為があったとき。

　　　⑺　所在不明で甲に届けてある連絡先で連絡がとれないとき。

　　　⑻　本契約、館内規則又はこれに附随して締結した契約の各条項の一に違反し契約時の信頼関係を失ったとき。

　　2.　　甲が本契約締結日以降、前項により本契約を解除した場合には、乙は乙の即時解約に準じて解約予告期間分の賃料及び共益費相当額を甲に違約金として支払うものとする。

（　明け渡しと原状回復　）

第12条　　乙は、本契約が終了するときは、賃貸借終了日迄に甲の指定もしくは承認する業者により乙の負担において本物件を引き渡し時の原状に復して本物件を甲に返還しなければならない。　但し、乙は甲の承諾が得られた場合には、無償にて設置した造作その他を残置して本物件を明け渡すことができるものとする。

　　2.　　部分的な汚損・破損の場合、局所的な修復が不可能又は不自然と甲が判断した場合には、乙は相当部分を修復しなければならない。

　　3.　　乙は本物件明け渡しに際し、その事由、名目の如何に拘らず、甲に対して移転料、立退料、有益費の償還、造作買取金等の請求をしない。

　　4.　　乙が定められた期間内に完全に本物件の明け渡しをしないときは、残置した物品その他の所有権を放棄したものとみなし、甲は任意にこれを処分できるものとし、その費用は乙の負担とする。

　　5.　　前項の場合、乙は本契約終了の日の翌日から明け渡し完了に至る日迄の賃料及び共益費の倍額に相当する違約金を甲に支払い、且つ、甲がそのために損害を蒙った場合には、その損害を賠償しなければならない。

（　物件内への立入り　）

第13条　　甲は乙に予め通知の上、本物件に立ち入り、本物件並びに造作設備等を点検し、必要があれば、これに適宜な措置を講ずることができる。　但し、非常緊急の場合で甲が予め乙に通知することができないときは事後に、甲は乙に報告するものとする。

（　遅延損害金　）

第14条　　乙が本契約上の債務の支払いを遅延した場合には、乙は遅延した日の翌日から支払いを完了した日まで年１４．６％の割合による遅延損害金を甲に支払うものとする。

（　連帯保証人　）

第15条　　乙の連帯保証人（以下丙という）は、乙が本契約に基き甲に対して負担する一切の債務につき、乙と連帯して保証の責に任ずる。

　　2.　　丙の連帯保証債務は本契約が期間満了により延長された場合でも、本契約終了まで存続する。

　　3.　　乙は本契約に基づく乙の解約手続一切を丙に委任し、乙が所在不明等の場合には、甲は丙をもって本契約の解約手続並びに本物件の明け渡し、保証金の精算等を行うことを予め承諾する。

（　通知義務　）

第16条　　乙がその代表者（名称の如何に拘わらず法律上または事実上、本物件を使用する責任者を含む）を変更した場合には、速やかにその旨を甲に届け出て、承認を得なければならない。

　　2.　　甲からの通知は、乙へは本物件宛に、丙へは乙が甲に届けてある丙の住所宛に郵送後、通常到達する期間の経過をもって到達したものとみなす。

（　承諾方法　）

第17条　　本契約に関する承諾方法は、すべて書面によるものでなければその効力がないものとする。

（　合意管轄　）

第18条　　本契約について紛争が生じた場合には、東京地方裁判所を第１審の管轄裁判所とすることを甲乙及び丙は予め承諾する。

（　消費税等の改定　）

第19条　　甲乙並びに丙は、本契約存続中に消費税法等の関係法規が改定された場合には、新法の条項及び税率等に沿うよう本契約の内容を変更することを予め承諾する。

（　協議事項　）

第20条　　本契約に定めのない事項については、関係法令及び取引慣習に従い、また、立会人の助言を尊重して、甲・乙誠意をもって協議し、その解決に当たるものとする。　　

以　上

　上記契約の成立を証するために本契約書２通を作成して甲・乙各１通を保有する。

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　賃　　貸　　人（甲）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　賃　　借　　人（乙）

　　乙の連帯保証人（丙）

　　　　　　　　　　　　　　　　　
東京都港区新橋三丁目２６番３号　

　　立　　会　　人　　　　　　　　
株式会社ダク・エンタープライズ　

　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表取締役　　阿　部　龍　治
　　　　　　　　　　　　　　　　　
取引主任者　　豊　島　一　也　
